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公共工事の⼊札不調対策について（通知） 

 

 標記については、これまでも制度の緩和措置等を⾏ってきたところですが、相次

ぐ自然災害や防災・減災、国土強靭化のための３箇年緊急対策など公共工事発注件

数の増加に伴い、技術者不⾜などに起因する不調件数が増加傾向を示しています。 

今後、７月豪⾬対応を含め、発注件数の増加が⾒込まれることから、更なる不調

対策として下記の措置を追加しますので、発注業務にあたりましては、不調対策へ

の⼀層のご留意をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 建設工事早期契約制度及び施工期限選択可能契約制度（フレックス工期契 

約制度）に係る「工事開始日選択可能期間」の拡⼤ 

  （現⾏）40％又は 90 日以内  ⇒  （今回緩和）120 日以内 

      ※債務︓120 日以内       ※債務︓180 日以内     

 

２ 建設工事の技術者の専任に係る取扱い（同⼀の専任の主任技術者が管理す 

ることができる建設工事）の緩和 

（現⾏）原則２件まで  ⇒  （今回緩和）災害復旧⼯事を含む場合は 

                     ３件まで 

 

３ １及び２に係る適用期間 

 通知日から令和５年３月 31 日まで 



４ 技術者・技能者等の効率的活用について 

 （１）地域の実情に応じた適切な発注ロットの設定 

   少額工事でも現場代理⼈の常駐や技術者の配置が必要となるため、工事箇所 

の規模や内容、管内業者の⼿持ち工事量等を考慮し、適切な発注ロットの設定 

について検討のこと。 

（２）災害復旧事業等に対する特例措置の活用 

   復旧復興事業による工事量の増⼤が⾒込まれる被災地域では、当該地域にお 

ける建設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な工事量での発注が⾏われるよう、 

特に配慮するとともに、災害復旧事業等に対する特例措置の活用や状況に応じ 

た適切な地域要件の設定等、必要な対策を機動的に講じること。 

    ・発注計画の公表（業種欄（工事区分を記載）、備考欄（復興ＪＶの参加など））の徹底 

・発注標準表の特例の活用 

・復旧・復興のための共同企業体（復旧・復興建設工事共同企業体）の活用 

・（災害復旧工事を円滑に実施するため）建設工事、委託業務のフレックスの活用 
    ・落札候補者の辞退（令和２年７月 30 日付け２建政技第 137 号） 
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